
 

公正競争条件確保法案（概要）公正競争条件確保法案（概要）公正競争条件確保法案（概要）公正競争条件確保法案（概要）    

 公的資金による事業再生支援が公正かつ自由な競争を阻害するおそれがあることに鑑み、公的資金再生事業者

と同種の業務を営む事業者との対等な競争条件の確保に関する指針の策定等について定めることにより、これら

の者の対等な競争条件の確保を図り、もって国民経済の健全な発達の促進に資する。 

 

 

１ 平成 24 年 4 月 1 日前に更生手続開始の決定等の事実が生じた公的資金再生事業者については、平成 23 年改

正所得税法等附則第 14 条第 2 項の規定（欠損金に関し 7 年間 100％の繰越し）は、適用しないものとする。 

２ 連結親法人である１の公的資金再生事業者については、平成 23 年改正所得税法等附則第 22 条第 2 項の規定

（連結欠損金に関し 7 年間 100％の繰越し）は、適用しないものとする。                  

 （施行日：平成 25 年 4 月 1 日） 

 

１１１１    目的目的目的目的    

２２２２    ガイドラインのガイドラインのガイドラインのガイドラインの策定等策定等策定等策定等    

３３３３    平成平成平成平成 23232323 年改正所得税法等年改正所得税法等年改正所得税法等年改正所得税法等のののの一部改正一部改正一部改正一部改正    

事業再生支援法人 

公的資金公的資金公的資金公的資金によるによるによるによる事業再生支援事業再生支援事業再生支援事業再生支援    

・ 債権の買取り等 

・ 資金の貸付け 

・ 債務の保証 

・ 出資 

関係行政機関の長 

 

公正取引委員会 

：：：：ガイドラインをガイドラインをガイドラインをガイドラインを勘案勘案勘案勘案するするするする責務責務責務責務    

勧告 

勧

告

 

（施行日：公布の日） 

 

・ガイドラインのガイドラインのガイドラインのガイドラインの策定策定策定策定：公的資金再生事

業者と同業事業者との対等な競争条

件確保のための指針の策定 

① 事業再生のため必要最小限か 

② 競争条件への影響を最小限とす

る措置が講じられているか  

・勧告権勧告権勧告権勧告権：事業再生支援法人又は関係行

政機関の長がガイドラインを遵守し

ていない場合の勧告及び公表 

・任務任務任務任務：公正かつ自由な競争の促進等 

 

：ガイドラインをガイドラインをガイドラインをガイドラインを勘案勘案勘案勘案するするするする責務責務責務責務 

※ 

※ 企業再生支援機構等有用な経営資源を有しながら過大債務を負う事業者の再生支援を目

的に政府が出資して設立された法人等（東日本大震災事業者再生支援機構は対象外） 

処分等処分等処分等処分等    

公的資金再生事業者 

 


